
 

 

 
特特集集  ⾷⾷料料安安全全保保障障のの強強化化にに向向けけてて  

 
 
世界的な⾷料需要の増加や国際情勢の不安定化等に伴う⾷料安全保障1上のリスクの⾼

まりにより、⾷料の多くを海外に依存している我が国は、将来にわたって⾷料を安定的に
供給していくためのターニングポイントを迎えています。令和4(2022)年に⼊り、飼料、
肥料、燃油等の農業⽣産資材の国際価格の⾼騰や、輸⼊⾷料の価格⾼騰による国内での⾷
料品価格の⾼騰等が、円安の進⾏もあいまって、農業経営や国⺠⽣活に⼤きな影響を及ぼ
しています。このため、今回の特集では、飼料、肥料等の農業⽣産資材の価格上昇が農業
経営に与えた影響や、⾷料品の価格上昇が消費者に与えた影響とともに、これらへの対応
について整理しています。 

その上で、⾷料安全保障の強化が国家の喫緊かつ最重要課題となる中、⾷料安定供給・
農林⽔産業基盤強化本部において、令和4(2022)年12⽉に「⾷料安全保障強化政策⼤綱」
が決定され、⾷料の安定供給の基盤強化に向けて、継続的に講ずべき⾷料安全保障強化の
ために必要な対策等が明らかにされました。 

以下では、その内容について紹介します。 
 

第第11節節 世世界界的的なな⾷⾷料料情情勢勢のの変変化化にによよるる⾷⾷料料安安全全保保障障上上ののリリススククのの
⾼⾼ままりり  

 
((11))  ⾷⾷料料品品やや農農業業⽣⽣産産資資材材のの価価格格⾼⾼騰騰  
((世世界界のの⾷⾷料料需需給給等等ををめめぐぐるるリリススククがが顕顕在在化化))  

世界の⾷料需給については、世界的な⼈⼝増加や、新興国の経済成⻑等により⾷料需要
の増加が⾒込まれる中、地球温暖化等の気候変動の進⾏による農産物の⽣産可能地域の変
化や異常気象による⼤規模な不作等が⾷料供給に影響を及ぼす可能性があり、中⻑期的に
は逼迫

ひっぱく
が懸念されます。 

さらに、新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤に伴うサプライチェーン(供給網)の混乱
に加え、令和4(2022)年2⽉のロシアによるウクライナ侵略等により、⼩⻨やとうもろこし
等の農作物だけでなく、農業⽣産に必要な原油や肥料等の農業⽣産資材についても、価格
⾼騰や原料供給国からの輸出の停滞等の安定供給を脅かす事態が⽣じるなど、我が国の⾷
料をめぐる国内外の状況は刻々と変化しており、⾷料安全保障上のリスクが増⼤していま
す(図図表表  特特--11)。 

 

 
1  ⽤語の解説(1)を参照 

 

 

 
 

 
 

((フフォォーーカカスス))  ウウククラライイナナのの穀穀物物⽣⽣産産量量はは、、著著ししくく減減少少すするる⾒⾒通通しし  
 
令和5(2023)年3⽉に⽶国農務省(USDA)が公表した資料

によれば、ウクライナの2022/23年度における⼩⻨⽣産量
は、ロシアによる侵略の影響を受け、前年度⽐36％減少の
2,100万tの⾒通しとなっており、輸出量は前年度⽐28％減
少の1,350万tの⾒通しとなっています。また、2022/23年度
におけるとうもろこし⽣産量は前年度⽐36％減少の2,700
万tの⾒通しとなっており、輸出量は前年度⽐13％減少の
2,350万tの⾒通しとなっています。 

ウクライナ農業政策⾷料省による令和5(2023)年3⽉21
⽇時点の予測によれば、冬⼩⻨の作付けがロシアによるウ
クライナ侵略前であった2022/23年度と⽐較して減少した
こと等から、2023/24年度の穀物・⾖類の作付⾯積は、141
万ha減少の1,024万haの⾒込みとなっています。 

さらに、同省の令和5(2023)年3⽉21⽇時点の予測によれ
ば 、 2023/24 年 度 の 穀 物 ・ ⾖ 類 の ⽣ 産 量 は 、 4,430 万
t(2022/23年度5,310万t)となる⾒通しとなっています。 

我が国ではウクライナから穀物をほとんど輸⼊していま
せんが、今後ともウクライナ情勢が国際穀物貿易や価格に
与える影響等について注視していく必要があります。   
 

ウウククラライイナナのの穀穀物物⽣⽣産産量量及及びび輸輸出出量量    

資料：⽶国農務省(USDA)「PS＆D」(2023.3)
を基に農林⽔産省作成     
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図表 特-1 令和4(2022)年の諸外国での主な動き 

資料：農林⽔産省作成 

EUでは記録的な⼲ばつが発⽣。欧州連合
(EU)欧州委員会は「少なくとも過去500年で
最悪の状況」と懸念を表明。とうもろこしが⼤幅
な減産となり、2022年度は世界⼀の輸⼊国・
地域となる⾒込み

インド： 穀物の輸出規制

・⼩⻨について、輸出禁⽌(2022年5/13〜)
(輸⼊国が⾷料安全保障上必要とする場合を
除く)
・コメについて、砕⽶の輸出禁⽌、精⽶等への
輸出税導⼊(2022年9/9〜)
※⾼温乾燥等でコメと⼩⻨が減産

平年の10倍の降⾬で国⼟の3分の1が⽔没。
コメ、綿花が⼤幅に減産

・ブラジル産とうもろこしの検疫条件合意

４者合意（国連、トルコ、ウクライナ、ロシア）

EU: 記録的な干ばつ

インドネシア： パーム油の輸出規制

米国： 西部の記録的な干ばつ
ミシシッピ川流域の降⾬不⾜により、10⽉の⽔位が1927
年の観測開始以来の最低⽔準となり、とうもろこし、⼤⾖、
コメが減産となるとともに、はしけ運賃が⾼騰

・穀物の輸出規制

・肥料の輸出規制

・肥料の輸出検査厳格化の継続

カナダ： 2021年に不作だった
小麦・なたねの生産量が
大幅に回復

黒海

ブラジル： 記録的な豊作
中国

ロシア

2022年7⽉

2022年8⽉〜

2022年6⽉〜

2022年5⽉〜

2021年秋以降(継続)

2022年5⽉

2022年4〜5⽉

2022年10⽉〜

豪州： 小麦・なたねが3年連続で豊作

（小麦は史上最高の生産量を更新）

・穀物等の輸出規制

パキスタン: 記録的な洪水

ウクライナ産ひまわり油の供給減予測からパーム油の
需要が増加。2022年4-5⽉にパーム油の禁輸措置

アルゼンチン 従来からの輸出税の賦課に加え、⼩⻨、
とうもろこしには輸出上限数量を設定

・小麦が史上最高の豊作

2021年秋以降、肥料原料の輸出検査厳格化が継続

ブラジル産とうもろこしの輸⼊について、2022年5⽉に
検疫条件等で合意

・記録的な干ばつ
60年に⼀度の⼲ばつが発⽣

2022年12⽉〜

とうもろこし、⼤⾖が記録的な豊作となり、
それぞれ世界⼀の輸出国となる⾒込み

2022年2⽉下旬のロシアによるウクライナ侵攻により、⿊海を通じた
ウクライナの穀物輸出が停⽌
国連・トルコの仲介により、ウクライナ産穀物等の輸出再開について
４者で合意

窒素肥料、配合肥料について輸出割当を設定
(2021年12⽉〜2022年5⽉、2022年7⽉〜)

⼩⻨、とうもろこし等について輸出関税を賦課。毎年2/15〜6/30
は輸出関税割当制度により数量枠を超えると⾼率関税を適⽤
ひまわり油、同油かすについて輸出関税を賦課

2021年12⽉〜

食料安全保障の強化に向けて特集
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((⼩⼩⻨⻨のの国国際際価価格格はは⾼⾼⽔⽔準準でで推推移移))  
穀物等の国際価格は、新興国の畜産物消費の増加等を背景とした需要やバイオ燃料等の

エネルギー向け需要1の増⼤、地球規模の気候変動の影響等により、近年上昇傾向で推移し
ています。令和3(2021)年以降、⼩⻨の国際価格は、主要輸出国である⽶国やカナダでの
⾼温乾燥による不作や中国における飼料需要の拡⼤に加え、ロシアによるウクライナ侵略
が重なったことから、⾼⽔準で推移しています。令和4(2022)年3⽉には、前年同⽉の240.3
ドル/tに⽐べ2倍以上上昇し過去最⾼値となる523.7ドル/tに達しました。令和5(2023)年1
⽉以降はおおむねウクライナ侵略前の⽔準まで低下したものの、引き続き⾼い⽔準で推移
しています(図図表表  特特--22)。また、とうもろこし、⼤⾖の国際価格については平成24(2012)
年の過去最⾼値に迫る⾼い⽔準で推移しています。 

 

 
 

((配配合合飼飼料料価価格格はは約約22割割上上昇昇))  
家畜の餌となる配合飼料は、その原料使⽤量のうち約5割がとうもろこし、約1割が⼤⾖

油かすとなっています。我が国は原料の⼤部分を輸⼊に頼っていることから、穀物等の国
際相場の変動に価格が左右されます。とうもろこしの国際相場は、バイオエタノール向け
需要の拡⼤や主産国における⽣産動向等を背景に、⾼い⽔準で推移しています。令和
2(2020)年9⽉以降、⽶国産とうもろこしの中国向け輸出成約の増加や、ロシアによるウク
ライナ侵略等を受け、とうもろこしの国際価格は上昇しており、為替相場の影響等の要因
も重なり、配合飼料の⼯場渡価格は、令和5(2023)年1⽉には10万円/tと、前年同⽉の8万3
千円/tと⽐べ20％上昇しています(図図表表  特特--33)。 

 

 
1 第1章第2節を参照 

図表 特-2 穀物等の国際価格 

資料：シカゴ商品取引所、タイ国家貿易取引委員会のデータを基に農林⽔産省作成 
注：1) ⼩⻨、とうもろこし、⼤⾖の価格は、シカゴ商品取引所の各⽉第1⾦曜⽇の期近終値の価格 

2) ⽶の価格は、タイ国家貿易取引委員会公表による各⽉第1⽔曜⽇のタイうるち精⽶100％2等のFOB価格。FOBはFree On Boardの略 
3) 令和5(2023)年3⽉時点の数値 

令和5(2023)年3⽉3⽇時点の価格
□内は過去最⾼値

⽶ 484ドル/t
1,038ドル/t
平成20(2008)年5⽉21⽇

⼤⾖ 562.4ドル/t
650.7ドル/t
平成24(2012)年9⽉4⽇

とうもろこし 254.0ドル/t
327.2ドル/t
平成24(2012)年8⽉21⽇

⼩⻨ 255.6ドル/t
523.7ドル/t
令和4(2022)年3⽉7⽇
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((肥肥料料原原料料価価格格はは⼀⼀時時過過去去最最⾼⾼にに達達すするるななどど価価格格がが⼤⼤ききくく変変動動))  
肥料原料の輸⼊価格は、令和3(2021)年以降上昇傾向にある中で、ロシアによるウクラ

イナ侵略や為替相場の影響等の要因も重なり、⼀時は過去最⾼に達するなど価格が⼤きく
変動しています(図図表表  特特--44)。 

こうした中、我が国においては平成20(2008)年の価格⾼騰時に講じた対策も参考に、化
学肥料使⽤量の低減に向けた取組を⾏う農業者に対する肥料費を⽀援する対策を講ずると
ともに、肥料原料の備蓄や国内資源の肥料利⽤の拡⼤等の肥料の安定供給に向けた対策を
講ずるなど、国際情勢の変化に伴う影響への対応を図っていくことが求められています。 
 

 
 

((原原油油価価格格のの上上昇昇やや円円安安のの進進⾏⾏がが影影響響))  
原油価格は、ロシアによるウクライナ侵略直後に⼤きく上昇しました。令和4(2022)年3

⽉には123.7ドル/バレルに達し、前年同⽉の62.4ドル/バレルと⽐べ98.2%上昇しました。

図表 特-4 肥料原料価格 

資料：財務省「貿易統計」を基に農林⽔産省作成 
 注：⽉当たりの輸⼊量が5千t以下の⽉は前⽉の価格を表記 
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資料：公益社団法⼈配合飼料供給安定機構「飼料⽉報」を基に 
農林⽔産省作成 

 注：配合飼料価格は、⼯場渡しの全畜種の加重平均価格 
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((⼩⼩⻨⻨のの国国際際価価格格はは⾼⾼⽔⽔準準でで推推移移))  
穀物等の国際価格は、新興国の畜産物消費の増加等を背景とした需要やバイオ燃料等の

エネルギー向け需要1の増⼤、地球規模の気候変動の影響等により、近年上昇傾向で推移し
ています。令和3(2021)年以降、⼩⻨の国際価格は、主要輸出国である⽶国やカナダでの
⾼温乾燥による不作や中国における飼料需要の拡⼤に加え、ロシアによるウクライナ侵略
が重なったことから、⾼⽔準で推移しています。令和4(2022)年3⽉には、前年同⽉の240.3
ドル/tに⽐べ2倍以上上昇し過去最⾼値となる523.7ドル/tに達しました。令和5(2023)年1
⽉以降はおおむねウクライナ侵略前の⽔準まで低下したものの、引き続き⾼い⽔準で推移
しています(図図表表  特特--22)。また、とうもろこし、⼤⾖の国際価格については平成24(2012)
年の過去最⾼値に迫る⾼い⽔準で推移しています。 

 

 
 

((配配合合飼飼料料価価格格はは約約22割割上上昇昇))  
家畜の餌となる配合飼料は、その原料使⽤量のうち約5割がとうもろこし、約1割が⼤⾖

油かすとなっています。我が国は原料の⼤部分を輸⼊に頼っていることから、穀物等の国
際相場の変動に価格が左右されます。とうもろこしの国際相場は、バイオエタノール向け
需要の拡⼤や主産国における⽣産動向等を背景に、⾼い⽔準で推移しています。令和
2(2020)年9⽉以降、⽶国産とうもろこしの中国向け輸出成約の増加や、ロシアによるウク
ライナ侵略等を受け、とうもろこしの国際価格は上昇しており、為替相場の影響等の要因
も重なり、配合飼料の⼯場渡価格は、令和5(2023)年1⽉には10万円/tと、前年同⽉の8万3
千円/tと⽐べ20％上昇しています(図図表表  特特--33)。 
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資料：シカゴ商品取引所、タイ国家貿易取引委員会のデータを基に農林⽔産省作成 
注：1) ⼩⻨、とうもろこし、⼤⾖の価格は、シカゴ商品取引所の各⽉第1⾦曜⽇の期近終値の価格 

2) ⽶の価格は、タイ国家貿易取引委員会公表による各⽉第1⽔曜⽇のタイうるち精⽶100％2等のFOB価格。FOBはFree On Boardの略 
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((肥肥料料原原料料価価格格はは⼀⼀時時過過去去最最⾼⾼にに達達すするるななどど価価格格がが⼤⼤ききくく変変動動))  
肥料原料の輸⼊価格は、令和3(2021)年以降上昇傾向にある中で、ロシアによるウクラ

イナ侵略や為替相場の影響等の要因も重なり、⼀時は過去最⾼に達するなど価格が⼤きく
変動しています(図図表表  特特--44)。 

こうした中、我が国においては平成20(2008)年の価格⾼騰時に講じた対策も参考に、化
学肥料使⽤量の低減に向けた取組を⾏う農業者に対する肥料費を⽀援する対策を講ずると
ともに、肥料原料の備蓄や国内資源の肥料利⽤の拡⼤等の肥料の安定供給に向けた対策を
講ずるなど、国際情勢の変化に伴う影響への対応を図っていくことが求められています。 
 

 
 

((原原油油価価格格のの上上昇昇やや円円安安のの進進⾏⾏がが影影響響))  
原油価格は、ロシアによるウクライナ侵略直後に⼤きく上昇しました。令和4(2022)年3

⽉には123.7ドル/バレルに達し、前年同⽉の62.4ドル/バレルと⽐べ98.2%上昇しました。

図表 特-4 肥料原料価格 

資料：財務省「貿易統計」を基に農林⽔産省作成 
 注：⽉当たりの輸⼊量が5千t以下の⽉は前⽉の価格を表記 
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資料：公益社団法⼈配合飼料供給安定機構「飼料⽉報」を基に 
農林⽔産省作成 

 注：配合飼料価格は、⼯場渡しの全畜種の加重平均価格 
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令和4(2022)年度は下落傾向にあるものの、⾼い⽔準で不安定に推移しています(図図表表  特特
--55)。 

また、為替相場は、令和3(2021)年秋以降、円安⽅向に推移し、令和4(2022)年10⽉には
1ドル150円台まで下落するなど、円安の急速な進⾏が⾒られました(図図表表  特特--66)。 

原油価格の上昇や円安の進⾏は、⽯油関連製品の値上げとともに、海上輸送運賃や包装
資材価格の値上げによる⾷料品価格の値上げといった形で国⺠⽣活に様々な影響を及ぼす
ほか、農業⽣産資材価格の上昇を招き、農業経営にも影響を与えています。 

 

 
 

((国国内内ににおおけけるる農農業業⽣⽣産産資資材材価価格格がが上上昇昇))  
世界的な穀物需要の増加、エネルギーや

肥料原料の価格上昇、為替相場の影響等の
要因が重なり、我が国の農業⽣産資材価格
は上昇しています。 

農業⽣産資材価格指数は、令和3(2021)
年以降上昇傾向で推移しており、令和
5(2023)年2⽉には、前年同⽉⽐で肥料が
39.5%上昇、飼料が19.8%上昇しています
(図図表表  特特--77)。 

農業⽣産資材価格の上昇は、農業経営に
も影響を及ぼしており、ウクライナ情勢等
も踏まえ、今後も価格動向を注視していく
必要があります。 

資料：⽶国エネルギー情報局(EIA)  
注：原油価格は、⽶国の代表的な指標原油であるWTI(West Texas 

Intermediate)原油の価格。1バレル=42ガロン≒159ℓ 

図表 特-5 原油価格 

資料：⽇本銀⾏「為替相場(東京インターバンク相場)(⽇次)」 

図表 特-6 為替相場 
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図表 特-7 農業⽣産資材価格指数(総合・類別)

資料：農林⽔産省「農業物価統計調査」 
注：1) 農業⽣産資材(総合・類別)の令和2(2020)年の平均価格を100と

した各年各⽉の数値 
2) 令和4(2022)年及び令和5(2023)年は概数値 
3) 光熱動⼒のうちガソリン及び灯油、農機具のうちパーソナルコ

ンピュータは、総務省「消費者物価指数」の公表値を利⽤ 
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((世世界界的的にに⾷⾷料料価価格格がが上上昇昇))  

穀物等の国際価格の上昇の影響を受け、FAO(国際連合⾷糧農業機関)が公表している⾷
料価格指数1は、令和4(2022)年3⽉に⾷料品全体で159.7に達し、平成2(1990)年の統計公表
以来最⾼値を記録しました(図図表表  特特--88)。 

品⽬別では、穀物の価格指数については、⼩⻨やとうもろこし等の国際価格の上昇を反
映し、令和4(2022)年5⽉に173.5と平成2(1990)年の統計公表以来最⾼値を記録しました。
また、乳製品の価格指数については、欧州やオセアニアにおける供給減等により、令和
4(2022)年6⽉に150.2と前年同⽉⽐で25.2%上昇しました。 

その後価格指数は低下傾向にありますが、穀物等の国際相場は、ロシアによるウクライ
ナ侵略等を背景に、⾼⽔準で推移しています。 

 
1 国際市場における五つの主要⾷料(穀物、⾁類、乳製品、植物油及び砂糖)の国際価格から計算される世界の⾷料価格の指標 

((フフォォーーカカスス))  令令和和44((22002222))年年のの農農業業景景況況DDIIはは調調査査開開始始以以来来のの最最低低値値  
 
株式会社⽇本

に っ ぽ ん

政策
せ い さ く

⾦融
き ん ゆ う

公庫
こ う こ

(以下「公庫」という。)が令和5(2023)年1⽉に実施した調査によれば、
令和4(2022)年における農業全体の農業景況DIは前年から9.5ポイント低下しマイナス39.1ポイン
トとなり、平成8(1996)年の調査開始以来の最低値となりました。 

また、株式会社東京商⼯
とうきょうしょうこう

リサーチが令和5(2023)年1⽉に公表した調査によれば、令和4(2022)年
における農業分野の企業倒産は75件となり、過去10年間で2番⽬に⾼い⽔準となりました。 

輸⼊原料や肥料、飼料、燃油等の⽣産資材の国際価格の⾼騰に加え、新型コロナウイルス感染症
の感染拡⼤による外⾷やインバウンドの需要減少の影響、⾼病原性⿃インフルエンザ＊1や豚

ぶ た

熱
ね つ

＊2等
の家畜伝染病の発⽣等が重なり、農業経営が厳しい状況下にあることがうかがわれます。 
＊1、＊2 ⽤語の解説(1)を参照 

農農業業景景況況 DDII    

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「農業景況調査」(平成26(2014)〜令
和5(2023)年の各年の1⽉調査)を基に農林⽔産省作成 

注：1) スーパーL資⾦等の融資先である農業者を対象として、往復は
がきによる郵送アンケート調査等により実施 

2) 農業景況DIは、農業経営が「良くなった・良くなる」とする 
構成⽐から「悪くなった・悪くなる」とする構成⽐を差し引 
いたもの 

農農業業分分野野のの企企業業倒倒産産数数  
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資料：株式会社東京商⼯リサーチ「2022年(1-12⽉)「農業の倒産動
向」調査」(令和5(2023)年1⽉公表)等を基に農林⽔産省作成 

注：各年(1-12⽉、負債1千万円以上)の倒産から、⽇本標準産業分
類の「農業」(「耕種農業」、「畜産農業」、「農業サービス業」、
「園芸サービス業」)を抽出 
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令和4(2022)年度は下落傾向にあるものの、⾼い⽔準で不安定に推移しています(図図表表  特特
--55)。 

また、為替相場は、令和3(2021)年秋以降、円安⽅向に推移し、令和4(2022)年10⽉には
1ドル150円台まで下落するなど、円安の急速な進⾏が⾒られました(図図表表  特特--66)。 

原油価格の上昇や円安の進⾏は、⽯油関連製品の値上げとともに、海上輸送運賃や包装
資材価格の値上げによる⾷料品価格の値上げといった形で国⺠⽣活に様々な影響を及ぼす
ほか、農業⽣産資材価格の上昇を招き、農業経営にも影響を与えています。 

 

 
 

((国国内内ににおおけけるる農農業業⽣⽣産産資資材材価価格格がが上上昇昇))  
世界的な穀物需要の増加、エネルギーや

肥料原料の価格上昇、為替相場の影響等の
要因が重なり、我が国の農業⽣産資材価格
は上昇しています。 

農業⽣産資材価格指数は、令和3(2021)
年以降上昇傾向で推移しており、令和
5(2023)年2⽉には、前年同⽉⽐で肥料が
39.5%上昇、飼料が19.8%上昇しています
(図図表表  特特--77)。 

農業⽣産資材価格の上昇は、農業経営に
も影響を及ぼしており、ウクライナ情勢等
も踏まえ、今後も価格動向を注視していく
必要があります。 

資料：⽶国エネルギー情報局(EIA)  
注：原油価格は、⽶国の代表的な指標原油であるWTI(West Texas 

Intermediate)原油の価格。1バレル=42ガロン≒159ℓ 

図表 特-5 原油価格 

資料：⽇本銀⾏「為替相場(東京インターバンク相場)(⽇次)」 

図表 特-6 為替相場 
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図表 特-7 農業⽣産資材価格指数(総合・類別)

資料：農林⽔産省「農業物価統計調査」 
注：1) 農業⽣産資材(総合・類別)の令和2(2020)年の平均価格を100と

した各年各⽉の数値 
2) 令和4(2022)年及び令和5(2023)年は概数値 
3) 光熱動⼒のうちガソリン及び灯油、農機具のうちパーソナルコ

ンピュータは、総務省「消費者物価指数」の公表値を利⽤ 
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((世世界界的的にに⾷⾷料料価価格格がが上上昇昇))  

穀物等の国際価格の上昇の影響を受け、FAO(国際連合⾷糧農業機関)が公表している⾷
料価格指数1は、令和4(2022)年3⽉に⾷料品全体で159.7に達し、平成2(1990)年の統計公表
以来最⾼値を記録しました(図図表表  特特--88)。 

品⽬別では、穀物の価格指数については、⼩⻨やとうもろこし等の国際価格の上昇を反
映し、令和4(2022)年5⽉に173.5と平成2(1990)年の統計公表以来最⾼値を記録しました。
また、乳製品の価格指数については、欧州やオセアニアにおける供給減等により、令和
4(2022)年6⽉に150.2と前年同⽉⽐で25.2%上昇しました。 

その後価格指数は低下傾向にありますが、穀物等の国際相場は、ロシアによるウクライ
ナ侵略等を背景に、⾼⽔準で推移しています。 

 
1 国際市場における五つの主要⾷料(穀物、⾁類、乳製品、植物油及び砂糖)の国際価格から計算される世界の⾷料価格の指標 

((フフォォーーカカスス))  令令和和44((22002222))年年のの農農業業景景況況DDIIはは調調査査開開始始以以来来のの最最低低値値  
 
株式会社⽇本

に っ ぽ ん

政策
せ い さ く

⾦融
き ん ゆ う

公庫
こ う こ

(以下「公庫」という。)が令和5(2023)年1⽉に実施した調査によれば、
令和4(2022)年における農業全体の農業景況DIは前年から9.5ポイント低下しマイナス39.1ポイン
トとなり、平成8(1996)年の調査開始以来の最低値となりました。 

また、株式会社東京商⼯
とうきょうしょうこう

リサーチが令和5(2023)年1⽉に公表した調査によれば、令和4(2022)年
における農業分野の企業倒産は75件となり、過去10年間で2番⽬に⾼い⽔準となりました。 

輸⼊原料や肥料、飼料、燃油等の⽣産資材の国際価格の⾼騰に加え、新型コロナウイルス感染症
の感染拡⼤による外⾷やインバウンドの需要減少の影響、⾼病原性⿃インフルエンザ＊1や豚

ぶ た

熱
ね つ

＊2等
の家畜伝染病の発⽣等が重なり、農業経営が厳しい状況下にあることがうかがわれます。 
＊1、＊2 ⽤語の解説(1)を参照 

農農業業景景況況 DDII    

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「農業景況調査」(平成26(2014)〜令
和5(2023)年の各年の1⽉調査)を基に農林⽔産省作成 

注：1) スーパーL資⾦等の融資先である農業者を対象として、往復は
がきによる郵送アンケート調査等により実施 

2) 農業景況DIは、農業経営が「良くなった・良くなる」とする 
構成⽐から「悪くなった・悪くなる」とする構成⽐を差し引 
いたもの 

農農業業分分野野のの企企業業倒倒産産数数  
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資料：株式会社東京商⼯リサーチ「2022年(1-12⽉)「農業の倒産動
向」調査」(令和5(2023)年1⽉公表)等を基に農林⽔産省作成 

注：各年(1-12⽉、負債1千万円以上)の倒産から、⽇本標準産業分
類の「農業」(「耕種農業」、「畜産農業」、「農業サービス業」、
「園芸サービス業」)を抽出 
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((国国内内ににおおけけるる消消費費者者物物価価もも上上昇昇))  

世界的な⾷料価格の上昇に加え、原油価
格の上昇や為替相場の影響、さらには、世
界的なコンテナ不⾜、海上運賃の上昇、ロ
シアによるウクライナ侵略等、グローバ
ル・サプライチェーン(供給網)の各段階に
おける様々な要因が重なり、我が国の穀物
等の輸⼊価格は上昇しています。 

こうした中、我が国の消費者物価指数は
上昇基調で推移しており、総合の消費者物
価指数は令和5(2023)年1⽉に104.7となっ
ています。また、⽣鮮⾷品を除く⾷料の消
費者物価指数は、同年2⽉に109.4となり、
前年同⽉⽐で7.8％上昇しました(図図表表  特特
--99)。 
 
((22))  ⾷⾷料料のの安安定定供供給給にに影影響響をを及及ぼぼすすリリススククのの⾼⾼ままりり  
((農農産産物物のの輸輸⼊⼊額額はは前前年年にに⽐⽐べべ33割割増増加加))  

令和4(2022)年の我が国の農産物輸⼊額は、前年に⽐べ31.2％増加し約9兆2千億円とな
りました。このうち、農産品は33.2％増加し約6兆8千億円、畜産品は26.3％増加し約2兆5
千億円となりました(図図表表  特特--1100)。 

この要因としては、世界的な価格の上昇に加え、為替相場が円安⽅向で推移したことに
より、円ベースで輸⼊価格の上昇につながったことが⼤きいものと考えられます。特にと
うもろこし、⼤⾖、⼩⻨の輸⼊量については、前年と⽐べ⼤きな変動が⾒られない中で、
輸⼊額はそれぞれ47.0％、48.9％、68.4％上昇し、いずれも過去10年間で最⼤の値となり

図表 特-8 FAO の⾷料価格指数 

資料：FAO「Food Price Index」  
注：1) 平成26(2014)〜28(2016)年の平均価格を100とする指数 

2) 令和5(2023)年3⽉時点の数値 
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図表 特-9 国内の消費者物価指数 

資料：総務省「消費者物価指数」(令和2(2020)年基準)  
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ました。また、⽜⾁や果実類は、輸⼊単価が上昇する中で、輸⼊量は前年と⽐べ、それぞ
れ4.2％、7.5％の減少となりました。輸⼊農産物の単価上昇は国産農産物の需要拡⼤の好
機ともなり得る中、国内産地の⽣産基盤の強化を図り、国産農産物の供給拡⼤を図ってい
くことが重要となっています。 

 

 
 

((我我がが国国のの主主要要農農産産物物のの輸輸⼊⼊構構造造はは少少数数のの特特定定国国にに依依存存))  
令和4(2022)年の我が国の農産物輸⼊額を国別に⾒ると、⽶国が2兆1千億円で最も⾼く、

次いで中国、豪州、カナダ、タイ、ブラジルの順で続いており、上位6か国が占める輸⼊
割合は6割程度となっています(図図表表  特特--1111)。  

品⽬別に⾒ると、とうもろこし、⼤⾖、⼩⻨、⽜⾁の輸⼊は、特定国への依存傾向が顕
著となっており、上位2か国で8〜9割を占めています。⼩⻨については、⽶国、カナダ、
豪州の上位3か国に99.8％を依存している状況です。 

⼀⽅、豚⾁、果実類は、令和4(2022)年の上位2か国からの輸⼊割合が5割程度であり、
平成24(2012)年と⽐べ、豚⾁はカナダ、スペイン、メキシコ等からの輸⼊割合が、果実類
はニュージーランド、メキシコ、豪州等からの輸⼊割合が上昇しています。  

このように、⼀部の品⽬では輸⼊先の多⾓化が進みつつあるものの、我が国の農産物の
輸⼊構造は、依然として⽶国を始めとした少数の特定国への依存度が⾼いという特徴があ
ります。  

海外からの輸⼊に依存している主要農産物の安定供給を確保するためには、輸⼊相⼿国
との良好な関係の維持・強化や関連情報の収集等を通じて、輸⼊の安定化や多⾓化を更に
図ることが重要です。⼀⽅、新型コロナウイルス感染症の影響の⻑期化や、ウクライナ情
勢等を踏まえると、国内の農業⽣産の増⼤に向けた取組がますます重要となっています。 

 
 

図表 特-10 令和4(2022)年の農産物の輸⼊数量・輸⼊額の対前年増減率 
(農産物全体)        

(主な品⽬)      

資料：財務省「貿易統計」を基に農林⽔産省作成   
注：果実類は「貿易統計」の「⽣鮮・乾燥果実」を指す。        

輸⼊数量 輸⼊額 輸⼊単価
とうもろこし 1,527 7,645億円 0.2 47.0 46.7
⼤⾖ 350 3,391億円 7.1 48.9 39.0
⼩⻨ 535 3,298億円 4.3 68.4 61.5
⽜⾁ 56 4,925億円 -4.2 20.8 26.0
果実類 177 3,846億円 -7.5 7.4 16.1

品⽬名 輸⼊数量(万t) 輸⼊額
対前年増減率(％)

9兆2,402億円 31.2
農産品 6兆7,607億円 33.2
畜産品 2兆4,769億円 26.3

品⽬名 輸⼊額

農産物

対前年増減率(％)
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((国国内内ににおおけけるる消消費費者者物物価価もも上上昇昇))  

世界的な⾷料価格の上昇に加え、原油価
格の上昇や為替相場の影響、さらには、世
界的なコンテナ不⾜、海上運賃の上昇、ロ
シアによるウクライナ侵略等、グローバ
ル・サプライチェーン(供給網)の各段階に
おける様々な要因が重なり、我が国の穀物
等の輸⼊価格は上昇しています。 

こうした中、我が国の消費者物価指数は
上昇基調で推移しており、総合の消費者物
価指数は令和5(2023)年1⽉に104.7となっ
ています。また、⽣鮮⾷品を除く⾷料の消
費者物価指数は、同年2⽉に109.4となり、
前年同⽉⽐で7.8％上昇しました(図図表表  特特
--99)。 
 
((22))  ⾷⾷料料のの安安定定供供給給にに影影響響をを及及ぼぼすすリリススククのの⾼⾼ままりり  
((農農産産物物のの輸輸⼊⼊額額はは前前年年にに⽐⽐べべ33割割増増加加))  

令和4(2022)年の我が国の農産物輸⼊額は、前年に⽐べ31.2％増加し約9兆2千億円とな
りました。このうち、農産品は33.2％増加し約6兆8千億円、畜産品は26.3％増加し約2兆5
千億円となりました(図図表表  特特--1100)。 

この要因としては、世界的な価格の上昇に加え、為替相場が円安⽅向で推移したことに
より、円ベースで輸⼊価格の上昇につながったことが⼤きいものと考えられます。特にと
うもろこし、⼤⾖、⼩⻨の輸⼊量については、前年と⽐べ⼤きな変動が⾒られない中で、
輸⼊額はそれぞれ47.0％、48.9％、68.4％上昇し、いずれも過去10年間で最⼤の値となり

図表 特-8 FAO の⾷料価格指数 

資料：FAO「Food Price Index」  
注：1) 平成26(2014)〜28(2016)年の平均価格を100とする指数 

2) 令和5(2023)年3⽉時点の数値 
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図表 特-9 国内の消費者物価指数 

資料：総務省「消費者物価指数」(令和2(2020)年基準)  
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ました。また、⽜⾁や果実類は、輸⼊単価が上昇する中で、輸⼊量は前年と⽐べ、それぞ
れ4.2％、7.5％の減少となりました。輸⼊農産物の単価上昇は国産農産物の需要拡⼤の好
機ともなり得る中、国内産地の⽣産基盤の強化を図り、国産農産物の供給拡⼤を図ってい
くことが重要となっています。 

 

 
 

((我我がが国国のの主主要要農農産産物物のの輸輸⼊⼊構構造造はは少少数数のの特特定定国国にに依依存存))  
令和4(2022)年の我が国の農産物輸⼊額を国別に⾒ると、⽶国が2兆1千億円で最も⾼く、

次いで中国、豪州、カナダ、タイ、ブラジルの順で続いており、上位6か国が占める輸⼊
割合は6割程度となっています(図図表表  特特--1111)。  

品⽬別に⾒ると、とうもろこし、⼤⾖、⼩⻨、⽜⾁の輸⼊は、特定国への依存傾向が顕
著となっており、上位2か国で8〜9割を占めています。⼩⻨については、⽶国、カナダ、
豪州の上位3か国に99.8％を依存している状況です。 

⼀⽅、豚⾁、果実類は、令和4(2022)年の上位2か国からの輸⼊割合が5割程度であり、
平成24(2012)年と⽐べ、豚⾁はカナダ、スペイン、メキシコ等からの輸⼊割合が、果実類
はニュージーランド、メキシコ、豪州等からの輸⼊割合が上昇しています。  

このように、⼀部の品⽬では輸⼊先の多⾓化が進みつつあるものの、我が国の農産物の
輸⼊構造は、依然として⽶国を始めとした少数の特定国への依存度が⾼いという特徴があ
ります。  

海外からの輸⼊に依存している主要農産物の安定供給を確保するためには、輸⼊相⼿国
との良好な関係の維持・強化や関連情報の収集等を通じて、輸⼊の安定化や多⾓化を更に
図ることが重要です。⼀⽅、新型コロナウイルス感染症の影響の⻑期化や、ウクライナ情
勢等を踏まえると、国内の農業⽣産の増⼤に向けた取組がますます重要となっています。 

 
 

図表 特-10 令和4(2022)年の農産物の輸⼊数量・輸⼊額の対前年増減率 
(農産物全体)        

(主な品⽬)      

資料：財務省「貿易統計」を基に農林⽔産省作成   
注：果実類は「貿易統計」の「⽣鮮・乾燥果実」を指す。        

輸⼊数量 輸⼊額 輸⼊単価
とうもろこし 1,527 7,645億円 0.2 47.0 46.7
⼤⾖ 350 3,391億円 7.1 48.9 39.0
⼩⻨ 535 3,298億円 4.3 68.4 61.5
⽜⾁ 56 4,925億円 -4.2 20.8 26.0
果実類 177 3,846億円 -7.5 7.4 16.1

品⽬名 輸⼊数量(万t) 輸⼊額
対前年増減率(％)

9兆2,402億円 31.2
農産品 6兆7,607億円 33.2
畜産品 2兆4,769億円 26.3

品⽬名 輸⼊額

農産物

対前年増減率(％)
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図表 特-11 我が国の主要農産物の国別輸⼊額 

資料：財務省「貿易統計」を基に農林⽔産省作成  
注：果実類は「貿易統計」の「⽣鮮・乾燥果実」を指す。    
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((肥肥料料原原料料もも輸輸⼊⼊にに⼤⼤ききくく依依存存))  
我が国は、化学肥料原料の⼤部分を輸⼊に依存しています。主要な肥料原料の資源が世

界的に偏在している中で、りん酸アンモニウムや塩化加⾥はほぼ全量を、尿素は95%を、
限られた相⼿国から輸⼊しています。輸出国側の輸出制限や国際価格の影響を受けやすい
ことから、輸⼊の安定化・多⾓化や輸⼊原料から国内資源への代替を進める必要がありま
す(図図表表  特特--1122)。 

令和3(2021)年秋以降、中国による肥料原料の輸出検査の厳格化や、ロシアによるウク
ライナ侵略の影響により、我が国の肥料原料の輸⼊が停滞したことを受け、りん酸アンモ
ニウムではモロッコの割合が上昇するなど、代替国から調達する動きが⾒られます。 

 

 
  

図表 特-12 我が国の肥料原料の輸⼊相⼿国 

資料：財務省「貿易統計」及び肥料関係団体からの報告を基に農林⽔産省作成 
 注：1) 肥料年度は、当該年の7⽉から翌年6⽉までの期間 
   2) 全輸⼊量には、国産は含まれない。 
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図表 特-11 我が国の主要農産物の国別輸⼊額 

資料：財務省「貿易統計」を基に農林⽔産省作成  
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我が国は、化学肥料原料の⼤部分を輸⼊に依存しています。主要な肥料原料の資源が世

界的に偏在している中で、りん酸アンモニウムや塩化加⾥はほぼ全量を、尿素は95%を、
限られた相⼿国から輸⼊しています。輸出国側の輸出制限や国際価格の影響を受けやすい
ことから、輸⼊の安定化・多⾓化や輸⼊原料から国内資源への代替を進める必要がありま
す(図図表表  特特--1122)。 

令和3(2021)年秋以降、中国による肥料原料の輸出検査の厳格化や、ロシアによるウク
ライナ侵略の影響により、我が国の肥料原料の輸⼊が停滞したことを受け、りん酸アンモ
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図表 特-12 我が国の肥料原料の輸⼊相⼿国 

資料：財務省「貿易統計」及び肥料関係団体からの報告を基に農林⽔産省作成 
 注：1) 肥料年度は、当該年の7⽉から翌年6⽉までの期間 
   2) 全輸⼊量には、国産は含まれない。 
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((国国産産とと輸輸⼊⼊先先上上位位44かか国国にによよるる⾷⾷料料供供給給のの割割合合はは約約88割割))  
農林⽔産省では、令和4(2022)年2⽉に「⾷料安全

保障に関する省内検討チーム」を⽴ち上げ、将来に
わたって我が国の⾷料安全保障を確⽴するために必
要な施策の検討に資するよう、⾷料の安定供給に影
響を及ぼす可能性のある様々な要因(リスク)を洗い
出し、包括的な検証を⾏った上で、同年6⽉に「⾷
料の安定供給に関するリスク検証(2022）」を公表し
ました。 

我が国の⾷料供給は、国産と輸⼊先上位4か国(⽶国、カナダ、豪州、ブラジル)で、供給
熱量1の約8割を占めている中、今後の⾷料供給の安定性を維持していくためには、これら
の輸⼊品⽬の国産への置換えを着実に進めるとともに、主要輸⼊先国との安定的な関係を
維持していくことも必要となっています(図図表表  特特--1133)。 
 

 
 

また、このリスク検証では、対象品⽬ごとに、分析・評価の対象リスクについて、その
「起こりやすさ」と「影響度」の分析を⾏い、その結果を基に、起こりやすさを5段階、
影響度を3段階で評価し、「重要なリスク」、「注意すべきリスク」を特定しました。 

その結果、輸⼊については、価格⾼騰のリスクは、輸⼊割合の⾼い主要な品⽬のうち、
とうもろこし等の飼料穀物等では顕在化しつつあり、「重要なリスク」と評価しました。ま

 
1 ⽤語の解説(1)を参照 

図表 特-13 我が国の供給熱量の国・地域別構成(試算) 

資料：農林⽔産省作成     
注：1) 輸⼊熱量は供給熱量と国産熱量の差とし、輸出、在庫分を除く。 

2) 主要品⽬の国・地域別の輸⼊熱量を、農林⽔産省「令和3年農林⽔産物輸出⼊概況」の各品⽬の国・地域ごとの輸⼊量で按分して試算 
3)  輸⼊飼料による畜産物の⽣産分は輸⼊熱量としており、この輸⼊熱量については、主な輸⼊飼料の国・地域ごとの輸⼊量(可消化養分総

量(TDN)換算)で按分 
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URL：https://www.maff.go.jp/j/ zyukyu/anpo/risk_ 
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た、⼩⻨、⼤⾖、なたねでは、その起こりやすさは中程度であるが、その影響度が⼤きく、
「重要なリスク」と評価しました。  

国内⽣産については、労働⼒・後継者不⾜のリスクが、特に労働集約的な品⽬(果実、野
菜、畜産物等)を中⼼にその起こりやすさが⾼まっているか、顕在化しており、「重要なリ
スク」と評価しました。また、関係⼈材・施設の減少リスクは多くの品⽬で顕在化しつつ
あり、「注意すべきリスク」と評価しました。  

輸⼊依存度の⾼い⽣産資材のうち、燃料の価格⾼騰等のリスクについては、その起こり
やすさが⾼まっており、燃料費の割合が⾼い品⽬(野菜、⽔産物等)では「重要なリスク」
と評価しました。肥料の価格⾼騰等のリスクについては、肥料は農産物の⽣産に必須で、
その影響度は⼤きく、ほとんどの品⽬で「重要なリスク」と評価しました。  

温暖化や⾼温化のリスクは、ほとんどの品⽬で顕在化しつつあり、「注意すべきリスク」
等と評価しました。  

家畜伝染病のリスクについては、⽔際対策の強化を図っているものの、⼝
こう

蹄
てい

疫
えき

やアフリ
カ豚熱

ぶたねつ
1が近隣諸国で継続的に発⽣しており、その起こりやすさが⾼まっていることに加え、

発⽣した場合の影響度が⼤きいため、「重要なリスク」と評価しました。 
 
((⾷⾷品品アアククセセススのの確確保保にに向向けけたた課課題題へへのの対対応応がが必必要要))  

我が国において、消費者が健康な⽣活を送るために必要な⾷品を⼊⼿できない、いわゆ
る「⾷品アクセス2」の問題への対応が重要な課題となっています。 

⼈⼝減少・⾼齢化等により、⼩売業や物流の採算がとれない地域が発⽣しており、⼈⼝
減少・⾼齢化が進⾏する地域を中⼼に、⾷品を簡単に購⼊できない、いわゆる「買い物困
難者」等が発⽣しています。さらに、トラックを含む⾃動⾞運送業に係るいわゆる「物流
の2024年問題3」によって物流コストの増加は不可避であり、問題はより深刻化することも
考えられます。 

また、我が国の経済成⻑が停滞する中で、個⼈の所得も伸び悩み、低所得者層が増加し
ています。家計の経済的事情や家族を取り巻く状況変化が、⼗分かつ健康的な⾷⽣活の実
現に負の影響をもたらすといった問題も発⽣しています。 

このため、関係省庁等と連携し、円滑な⾷品アクセスを確保するため、産地から消費地
までの幹線物流の効率化や、消費地における地域内物流の強化等、⾷品流通上の課題への
対応を強化していくほか、地域ごとに、様々な⾷品アクセスに関する課題や実態を把握す
るとともに⾷に関する関係者が連携する体制の構築を⽀援することが重要となっています。
また、国⺠の健康な⾷⽣活を確保する⽴場から⾷品関連事業者やフードバンク4等の役割を
明確にするとともに、フードバンクやこども⾷堂5等の活動の⽀援を強化することも必要と
なっています。 

 
1 ⽤語の解説(1)を参照 
2 トピックス6を参照 
3 第1章第4節を参照 
4 ⽤語の解説(1)を参照 
5 第1章第6節を参照 
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((国国産産とと輸輸⼊⼊先先上上位位44かか国国にによよるる⾷⾷料料供供給給のの割割合合はは約約88割割))  
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響を及ぼす可能性のある様々な要因(リスク)を洗い
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また、このリスク検証では、対象品⽬ごとに、分析・評価の対象リスクについて、その
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⼿⼿頃頃なな価価格格ででのの飲飲⾷⾷料料品品のの購購⼊⼊    

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「消費者動向調査(令和5年1⽉)」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 令和5(2023)年1⽉に、全国の20〜70歳代の男⼥2千⼈を対象として実施したインターネットによるアンケート調査    

2) 「⼗分にできている」、「ある程度できている」の合計を「できている」としている。 

((フフォォーーカカスス))  ⾷⾷料料店店舗舗へへののアアククセセスス等等がが⼗⼗分分ででなないい者者もも⼀⼀定定数数存存在在  

なお、英国が令和3(2021)年に公表した⾷料安全保障報告書*によれば、2019年においては、イング
ランドの住⺠の少なくとも84％は公共交通⼿段の利⽤⼜は徒歩により、15分以内に⾷料店舗にアクセ
スすることが可能と回答しています。 

また、2019/20年度における英国の家庭世帯の92％が、健康で栄養のある⾷料に、⼊⼿可能である
合理的な価格で⼗分にアクセスできると感じ、⾃らの世帯における⾷料が保障されていると回答して
います。 

社会経済システム等諸条件の異なる英国と、我が国の置かれた状況を⼀概に⽐較することはできま
せんが、我が国においても⾷品アクセスの確保に向けた対応を図っていくことが求められています。

⾷⾷料料品品店店舗舗へへののアアククセセスス状状況況    

5.1%

48.4%35.3%

6.5%
4.9%

⼗分にできている ある程度できている
あまりできていない ほとんどできていない
全くできていない

53.5%
67.5%

22.0%

10.6%

15分以内 15〜30分以内 30分以上

67.5%

家庭段階における⾷料安全保障の確保に向けては、⾷料店舗へのアクセスや合理的な価格での⾷
料購⼊が重要となります。 

公庫が令和5(2023)年1⽉に実施した調査によれば、⾷料店舗へのアクセスについて、「公共交通⼿
段の利⽤⼜は徒歩により、15分以内で⾷料店舗にアクセスすることができる」と回答した⼈は67.5％
となっている⼀⽅、「15分以内ではできない」と回答した⼈は32.6％となっています。 

また、同調査によれば、健康的な⾷事のため、飲⾷料品を⼿頃な価格で購⼊できているかどうか
について、「できている」と回答した⼈は53.5％となっている⼀⽅、「できていない」と回答した⼈は
46.7％となっています。我が国においては、平常時においても家庭レベルでの⾷品アクセスの確保に
課題があることがうかがわれます。 

* 正式名称は「UK Food Security Report 2021」  

 

 

((将将来来のの⾷⾷料料輸輸⼊⼊にに不不安安をを持持つつ消消費費者者のの割割合合はは約約88割割))  
将来の⾷料輸⼊に対する消費者の意識について、公庫が令和5(2023)年1⽉に実施した調

査によると、79.5%の⼈が⽇本の将来の⾷料輸⼊に「不安がある」と回答しました(図図表表  特特
--1144)。また、⽇本の将来の⾷料輸⼊について「不安がある」と回答した⼈にその理由を聞
いたところ、「国際情勢の変化により、⾷料や⽣産資材の輸⼊が⼤きく減ったり、⽌まった
りする可能性があるため」と回答した⼈が61.8％と最も⾼くなりました(図図表表  特特--1155)。世
界的な⾷料需要の増加や国際情勢の不安定化等に伴う⾷料安全保障上のリスクが⾼まる中、
将来にわたって⾷料を安定的に確保していくことが求められています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

→第1章第2節、第1章第3節及び第2章第7節を参照 
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図表 特-14 ⽇本の将来の⾷料輸⼊についての 
考え 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「消費者動向調査(令和5年1⽉)」    
注：1) 令和5(2023)年1⽉に、全国の20〜70歳代の男⼥2千⼈を対象

として実施したインターネットによるアンケート調査 
2) ⽇本の将来の⾷料輸⼊について「ある程度不安がある」、「⾮

常に不安がある」と回答した⼈に対し、その理由を聞いた際
の回答結果 

  

図表 特-15 ⽇本の将来の⾷料輸⼊について不
安があると考える理由 

資料： 株式会社⽇本政策⾦融公庫「消費者動向調査(令和5年1⽉)」
を基に農林⽔産省作成 

注：1) 令和5(2023)年1⽉に、全国の20〜70歳代の男⼥2千⼈を対
象として実施したインターネットによるアンケート調査 

2) 「ある程度不安がある」、「⾮常に不安がある」の合計を「不
安がある」としている。  
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ランドの住⺠の少なくとも84％は公共交通⼿段の利⽤⼜は徒歩により、15分以内に⾷料店舗にアクセ
スすることが可能と回答しています。 

また、2019/20年度における英国の家庭世帯の92％が、健康で栄養のある⾷料に、⼊⼿可能である
合理的な価格で⼗分にアクセスできると感じ、⾃らの世帯における⾷料が保障されていると回答して
います。 

社会経済システム等諸条件の異なる英国と、我が国の置かれた状況を⼀概に⽐較することはできま
せんが、我が国においても⾷品アクセスの確保に向けた対応を図っていくことが求められています。

⾷⾷料料品品店店舗舗へへののアアククセセスス状状況況    
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15分以内 15〜30分以内 30分以上

67.5%

家庭段階における⾷料安全保障の確保に向けては、⾷料店舗へのアクセスや合理的な価格での⾷
料購⼊が重要となります。 

公庫が令和5(2023)年1⽉に実施した調査によれば、⾷料店舗へのアクセスについて、「公共交通⼿
段の利⽤⼜は徒歩により、15分以内で⾷料店舗にアクセスすることができる」と回答した⼈は67.5％
となっている⼀⽅、「15分以内ではできない」と回答した⼈は32.6％となっています。 

また、同調査によれば、健康的な⾷事のため、飲⾷料品を⼿頃な価格で購⼊できているかどうか
について、「できている」と回答した⼈は53.5％となっている⼀⽅、「できていない」と回答した⼈は
46.7％となっています。我が国においては、平常時においても家庭レベルでの⾷品アクセスの確保に
課題があることがうかがわれます。 

* 正式名称は「UK Food Security Report 2021」  

 

 

((将将来来のの⾷⾷料料輸輸⼊⼊にに不不安安をを持持つつ消消費費者者のの割割合合はは約約88割割))  
将来の⾷料輸⼊に対する消費者の意識について、公庫が令和5(2023)年1⽉に実施した調

査によると、79.5%の⼈が⽇本の将来の⾷料輸⼊に「不安がある」と回答しました(図図表表  特特
--1144)。また、⽇本の将来の⾷料輸⼊について「不安がある」と回答した⼈にその理由を聞
いたところ、「国際情勢の変化により、⾷料や⽣産資材の輸⼊が⼤きく減ったり、⽌まった
りする可能性があるため」と回答した⼈が61.8％と最も⾼くなりました(図図表表  特特--1155)。世
界的な⾷料需要の増加や国際情勢の不安定化等に伴う⾷料安全保障上のリスクが⾼まる中、
将来にわたって⾷料を安定的に確保していくことが求められています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

→第1章第2節、第1章第3節及び第2章第7節を参照 
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図表 特-14 ⽇本の将来の⾷料輸⼊についての 
考え 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「消費者動向調査(令和5年1⽉)」    
注：1) 令和5(2023)年1⽉に、全国の20〜70歳代の男⼥2千⼈を対象

として実施したインターネットによるアンケート調査 
2) ⽇本の将来の⾷料輸⼊について「ある程度不安がある」、「⾮

常に不安がある」と回答した⼈に対し、その理由を聞いた際
の回答結果 

  

図表 特-15 ⽇本の将来の⾷料輸⼊について不
安があると考える理由 

資料： 株式会社⽇本政策⾦融公庫「消費者動向調査(令和5年1⽉)」
を基に農林⽔産省作成 

注：1) 令和5(2023)年1⽉に、全国の20〜70歳代の男⼥2千⼈を対
象として実施したインターネットによるアンケート調査 

2) 「ある程度不安がある」、「⾮常に不安がある」の合計を「不
安がある」としている。  
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